
 

『ふるさと納税現況調査結果 受入額、控除額等とも１．２倍』 
 

 総務省は今般、ふるさと納税に関する現況調査の結果を公表した。 

 【令和４年度受入額の実績等】全国計で、受入額は約９，６５４億円、受入件数は約５，１８４万件。いず

れも、対前年度比で１．２倍となった。北海道が突出して１位（１４５３億円、８６２万件）、福岡県が２位（５５

１億円、３９１万件）となった。市町村別では、都城市、紋別市、根室市が上

位３位。全指定団体の９７．７％で納税者が使途を選択できる。うち、分野を

指定できるのが９３．９％、具体的な事業を選択できるのが２４．１％。選択可

能な分野を受入額ベースで見ると、「子ども・子育て」が最も多く１，２２２億

円、「教育・人づくり」「地域・産業振興」がそれに続く。８１．０％が受入額実

績・活用状況とも公表している。ふるさと納税の募集に要した費用は全団

体合計で４，５１７億円、受入額に占める割合は４６．８％となった。 

 【令和５年度課税における住民税控除額の実績等】全国計で、控除額は

約６，７９８億円、控除適用者数は約８９１万人となった。いずれも対前年度

比で１．２倍。東京都が最多の１，６９０億円で約１６９万人。次いで大阪府が

５４９億円で約７５万人。市町村民税控除額の多い団体は横浜市、名古屋

市、大阪市が上位を占めた。 
 

『ネットバンキング不正送金 被害急増に金融庁が注意喚起』 
 

 金融庁はこのほど、フィッシング等によるインターネットバンキングに係る不正送金被害の急増につい

て注意喚起を行った。令和4 年8 月下旬から9 月にかけて急増して以来、一旦は落ち着いていたが、令

和5年2 月以降、再度被害が急増している。８月４日時点において、令和５年上半期における被害件数

は、過去最多の２，３２２件、被害額も約３０．０億円となっている。 

 主な手口としては、銀行を騙ったＳＭＳ等のフィッシングメールを通じて、インターネットバンキング利用

者を銀行のフィッシングサイト（偽のログインサイト）へ誘導し、インター

ネットバンキングのID やパスワード、ワンタイムパスワード等の情報を

窃取して預金の不正送金を行うもの。対応策として、〇心当たりのない

ＳＭＳ等は開かない○インターネットバンキングの利用状況を通知す

る機能を有効にして、不審な取引に注意する○金融機関の正しい

ウェブサイトのＵＲＬをブックマーク登録してアクセスする。また、スマホ

やパソコン・アプリの設定について、〇迷惑メールフィルターの強度を

上げて設定する○金融機関が推奨する多要素認証等の認証方式を

利用する〇金融機関の公式サイトでウイルス対策ソフトが無償で提

供されている場合は、導入を検討する、等を呼び掛けている。 
              

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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